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　これまでの研究において，我が国におけるいじめ加害・被害の経験率は報告されているものの，いじ
めに関わる生徒が示す内在化／外在化問題の重篤さはほとんど明らかにされていない。本研究は，内在
化問題として抑うつ，自傷行為，欠席傾向を，外在化問題として攻撃性と非行性を取り上げ，いじめ加
害および被害と内在化／外在化問題との関連性を調査することを目的とした。小学 4年生から中学 3年
生の 4,936名を対象とし，児童・生徒本人がいじめ加害・被害の経験，抑うつ，自傷行為，攻撃性，非
行性を，担任教師が児童・生徒の多欠席を評定した。分析の結果，10%前後の生徒が週 1回以上の頻
度でいじめ加害もしくは被害を経験し，関係的いじめと言語的いじめが多い傾向にあった。さらに，い
じめ加害・被害を経験していない生徒に比べて，いじめ被害を受けている児童・生徒では抑うつが強
く，自傷を行うリスクが高かった。いじめ加害を行う児童・生徒では攻撃性が強く，いじめ加害および
被害の両方を経験している児童・生徒は強い非行性を示した。
【キーワード】  いじめ，いじめ被害，内在化問題，外在化問題

問題と目的
　国内外を問わず，いじめは小中学校における問題の一
つである。欧州の主要 11か国を対象とした調査では，
小学生（8～11歳）の 26.7%，中学生の 19.9%が日常的
にいじめを受けていることが報告されている（Analitis 
et al., 2009）。我が国の小中学生においても，いじめの
蔓延化が窺える。国立教育政策研究所（2013）が行った
調査によると，週に 1回以上の頻度で日常的にいじめを
受けている児童・生徒は全体の 10%前後に及ぶことが
報告されている。さらに，小学高学年の 3年間および中
学 3年間でいじめ加害・被害に関わらなかった児童・生
徒はそれぞれ 2割程度に過ぎないことも見出されている
（国立教育政策研究所，2010）。これらの知見から，いじ
めは小中学校で日常的に起こっているだけではなく，ど
の児童・生徒にも生じ得る問題であると考えられる。
　いじめに関わる児童・生徒には，いじめ被害を受ける

生徒（被害生徒），他児をいじめる生徒（加害生徒），他
児をいじめつつもいじめ被害を受けている生徒（加害-
被害生徒）が存在し，これらの生徒の多くが内在化問題
（internalizing problem；抑うつなど）や外在化問題（ex-
ternalizing problem；攻撃性など）を示すことが欧米の
調査で報告されている（e.g., Nansel et al., 2004）。その
一方で，我が国では，いじめに関わる生徒が示す内在
化／外在化問題に関する報告はあまりなされていない。
中学生を対象とした調査（安藤，2009）では，ネット上
のいじめと不安症状および攻撃性の関連が検討され，加
害-被害生徒は非関与生徒よりも不安症状，攻撃性が強
いことが報告されている（安藤，2009）。しかし，大規
模な国内調査において，我が国の小中学生では関係的い
じめと言語的いじめの頻度が多いことが示されているこ
と（国立教育政策研究所，2013）からすると，この研究
だけでは，いじめと内在化／外在化問題の関連を包括的
に理解することはできない。中学生を対象とした別の横
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断的調査では，身体的（故意にぶつかる，叩くなど），
言語的（悪口を言うなど），関係的（無視するなど）い
じめ加害・被害とストレス反応（身体的症状，抑うつ・
不安，不機嫌・不安，無気力）の関連が検討されてお
り，いずれかのいじめの被害を経験している生徒は強い
ストレス状態にあること，いじめ加害を行う生徒でも，
一部のストレス反応（不機嫌・怒り，無気力）がいじめ
被害を受けている生徒と同程度に強いことが報告されて
いる（岡安・高山，2000）。しかしながら，この調査で
は，クラスター分析結果に基づく独自のいじめ類型を設
定していることから，海外の研究で広く扱われている加
害生徒，被害生徒，いじめ加害と被害が共存する加害-
被害生徒が示す内在化／外在化問題の程度を理解するこ
とはできない。さらに，小学生を対象としたいじめに関
する横断的調査はほとんど行われていない状況にある。
このように，国内におけるこれまでの研究を概観する
と，我が国の小中学生におけるいじめと内在化／外在化
問題の関連性に関する研究は不十分であることが窺われ
る。そこで本研究は，我が国の小中学生を対象として，
いじめ加害および被害の経験と内在化／外在化問題の関
連性を検討することを目的とする。
　内在化問題の中で，抑うつは最もいじめ加害・被害と
の関連が深く（Hawker & Boulton, 2002），いじめ加害・
被害のいずれも経験していない生徒（以下，非関与生
徒）よりも，いじめに関わる生徒では抑うつが強いこ
と，特にいじめの被害経験が多いほど抑うつが強まるこ
とが報告されている（Solberg & Olweus, 2003; Zwier-
zynska, Wolke, & Lereya, 2013）。またいじめに関連する
他の内在化問題には自傷行為や不登校があり，なかでも
いじめと自傷行為の関連は多くの研究で報告されてい
る。いじめ被害を経験する生徒，特に加害-被害生徒で
は，自傷を行う頻度が高いこと（Barker, Arseneault, 
Brendgen, Fontaine, & Maughan, 2008; Kim, Koh, & Lev-
enthal, 2005），さらに一部の研究では，加害生徒でも非
関与生徒と比べると自傷行為の頻度が高いことが指摘さ
れている（Hinduja & Patchin, 2010）。一方，不登校とい
じめの関連はこれまであまり検討されていないが，欠席
日数といじめ被害の経験は正の相関関係にあること
（r ＝ .10，Janssens, Oldehinkel, Dijkstra, Veenstra, & Ros-
malen, 2011），いじめ被害はその後の欠席数を予測し，
被害経験が多いほど欠席日数が増加すること（Juvonen, 
Nishina, & Graham, 2000）がこれまでに見出されている。
　いじめと外在化問題の関連についての研究では，攻撃
性と非行性に関する知見が多く報告されている。非関与
生徒に比べ，いじめ加害を行う生徒では攻撃性（e.g., 
Kim, Leventhal, Koh, Hubbard, & Boyce, 2006），非行性
（Nansel et al., 2004）が強く，特に加害-被害生徒は強い
非行性を示すこと（Arseneault et al., 2006）が見出され

ている。また被害生徒側にも外在化問題が引き起こさ
れ，いじめ被害を経験することで攻撃性が強まること
（Wang, Duong, Schwartz, Chang, & Luo, 2013），暴力行
為やいじめ加害行為を示すこと（Arseneault et al., 2006; 
Barker et al., 2008）が報告されている。
　以上のいじめに関する研究知見を踏まえ，本研究で
は，内在化問題として抑うつ，自傷行為，欠席傾向を，
外在化問題として攻撃性と非行性を取り上げ，単一市内
にある全小中学校の生徒を対象として，いじめ加害・被
害とこれらの内在化／外在化問題の関連を検討する。

方　　　法
対象者
　調査対象市の全ての公立小中学校に在籍する小学 4年
生から中学 3年生を対象に調査を実施し，計 4,936名か
ら有効回答を得た。全在籍児童・生徒における有効回答
率は 92.5%であった。対象者の内訳を Table 1に示す。
同市は大都市への通勤可能圏内であると同時に，工業，
農業が盛んであり，都市で勤務する家庭や，地方型の勤
務家庭など，多様な社会経済的状態の家庭が含まれてい
る。なお，以上の対象者のうち，一部の項目に対する回
答が欠損となっていたデータは分析ごとに除外した。
調査内容
　いじめ加害・被害　国立教育政策研究所のいじめ追跡
調査 2007-2009（国立教育政策研究所，2010）の質問項
目を参考に，いじめ加害・被害に関する項目を作成し，
過去 1年間におけるいじめ加害・被害の経験を尋ねた。
関係的いじめ加害の項目として「他の子を仲間はずれに
したり，無視したり，陰で悪口を言ったりした」，言語
的いじめ加害の項目として「他の子をからかったり，悪
口やおどし文句，イヤなことを言ったりした」，身体的
いじめ加害の項目として「他の子に，一方的にぶつかっ
たり，叩いたり，蹴ったりした」，ネットいじめ加害の
項目として「携帯電話やインターネットで悪口を言った
り，相手が嫌がることをした」という項目を使用した。

Table 1　対象者の内訳

男子 女子 計

小 4 353 415 768

小 5 428 375 803

小 6 406 398 804

中 1 469 418 887

中 2 428 400 828

中 3 416 430 846

計 2,500 2,436 4,936
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また，関係的いじめ被害の項目として「他の子から，仲
間はずれにされたり，無視されたり，陰で悪口を言われ
たりした」，言語的いじめ被害の項目として「他の子か
ら，からかわれたり，悪口やおどし文句，イヤなことを
言われたりした」，身体的いじめ被害の項目として「他
の子から，一方的にぶつかられたり，叩かれたり，蹴ら
れたりした」，ネットいじめ被害の項目として「携帯電
話やインターネットで悪口を言われたり，嫌なことをさ
れた」という項目を使用した。各項目について 6段階で
評定を求めた（1―全くない，2―1回だけある，3―数
回ある，4―月に 1回程度ある，5―週に 1回程度ある，
6―週に数回ある）。
　先行研究（Solberg & Olweus, 2003）において，被害
生徒および加害生徒を明確に識別する基準は「週 1回以
上の被害・加害経験があること」と示唆されており，こ
の基準が多くの研究で用いられている（e.g., Kaltiala-
Heino, Rimpela, Marttunen, Rimpela, & Rantanen, 1999）。
この基準に従い，本研究では週 1回以上の日常的ないじ
め加害・被害の経験がある（「5」または「6」と回答）
か否かによって対象者を分類した。また情報を縮約する
ため，「いじめ全体」の加害・被害として，いずれか一
つ以上のいじめについて，加害・被害の経験が週 1回以
上あるか否かによっても分類を行った。ただし，4種類
のいじめのうち，「ネットいじめ」については，他の 3
種類のいじめとやや相関が低かったため，「いじめ全体」
の分類には，「ネットいじめ」を除く 3種類のいじめの
加害・被害のみを含めた。
　抑うつ・攻撃性　抑うつの尺度として Birleson De-
pression Self-Rating Scale for Children（DSRS-C）日本語
版（村田・清水・森・大島，1996）の短縮版（並川ほ
か，2011），攻撃性の尺度として Buss-Perry Aggression 
Questionnaire の 日 本 版 で あ る Hostility-Aggression 
Questionnaire for Children（HAQ-C；坂井ほか，2000）
の短縮版を用いた。いずれも自己評価式の尺度であり，
国内で信頼性・妥当性が確認されている。DSRS-C短縮
版は「抑うつ気分」，「活動性および楽しみの減退」の 2
つの下位尺度から抽出した 9項目（項目 1，3，4，7，
10，11，12，15，17）から構成される 3件法の尺度であ
り，オリジナルの DSRS-Cと .92の相関を持つことが示
されている。取りうる得点の範囲は 0点から 18点であ
り，得点が高いほど抑うつが高いことを意味する。
HAQ-C短縮版は，HAQ-Cの「身体的攻撃」，「短気」，
「敵意」の 3下位尺度から抽出した 8項目（項目 4，11，

12，13，18，20，22，25）によって構成される 4件法の
尺度であり，オリジナルの HAQ-Cと .91の相関を有す
る。取りうる得点の範囲は 8点から 32点であり，得点
が高いほど攻撃性が高いことを意味する。なお，
HAQ-Cは小学生用に開発された尺度であるが，年齢の

近接する中学生にも適用可能であることが確かめられて
いる（伊藤ほか，2010）。
　自傷行為　岡田ほか（2010）の切る自傷および叩く自
傷の項目を使用し，中学生に対してのみ自傷を行う頻度
について回答を求めた。「刃物などでわざと自分の身体
を切るなどして傷つけた」，「叩く，殴るなど，わざと自
分の身体を傷つけたりした」という項目について，過去
1年の間の経験を，全くない（1），1回だけある（2），
数回ある（3），月に 1回程度ある（4），週に 1回程度あ
る（5），週に数回ある（6）の 6段階で回答するように
求めた。切る自傷または叩く自傷のいずれかについて，
2以上の評定を行った者を「自傷行為あり」と分類し
た。
　非行　小保方・無藤（2006）において非行傾向を示す
行為として挙げられている 4つの行為（喫煙，怠学，飲
酒，金持ち出し）に，別の 4行為（ナイフ持ち歩き，恐
喝，校則違反，出会い系サイト）を追加した 8項目を使
用し，非行行為を示す傾向を測定した。自傷行為と同様
に，非行に関しても中学生のみが回答した。「タバコを
すう」，「病気などの理由がないのに学校をさぼる」，「親
にかくれて酒やビールを飲む」，「家のお金を親にだまっ
て持ち出す」，「ナイフなど，人を傷つける道具を持ち歩
く」，「同じ学校や他の学校の人を脅してお金などをもら
う」，「頭髪，制服，化粧などについての校則を破る」，
「インターネットの出会い系サイトなどで知らない大人
と交流する」という 8項目について，2件法（1―ない，
2―ある）で回答を求めた。8つの行為のうち，2つ以上
の行為について「ある」と回答した者を「非行あり」と
分類した。
　多欠席　1学期間（4月～7月）の欠席日数について，
担任教師に回答を求めた。文部科学省による不登校の定
義は，「1年間に 30日以上の欠席」となっており，その
定義を援用すれば，「1学期間で 10日以上の欠席」とい
う基準が導かれる。しかし，1学期間に 10日以上の欠
席を示す生徒の割合は非常に小さく（0.8%），統計的分
析の適用が難しいため，ここでは「1学期間で 5日以上
の欠席」という基準によって，「多欠席」の有無を判定
した。
手続き
　本調査は 9月に実施され，小中学校の各学級担任を通
じて，在籍児童・生徒に調査への回答を依頼した。あら
かじめ児童・生徒本人および保護者に対して，研究への
参加は任意であり，参加しないことによる不利益は生じ
ないことを説明文書によって教示した。
　本研究は，浜松医科大学と調査対象市の間で締結され
た調査と支援に関する協定に基づいて実施された。個人
情報については，同市のセキュリティ・ポリシーに則っ
て厳重に管理した。本研究の手続きは，浜松医科大学の
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倫理委員会の審査と承認を受けた。
　統計解析のうち，探索的因子分析および重回帰分析に
はMplus Version 7（Muthen & Muthen），その他の分析
には PASW Statistics 18.0（SPSS）を使用した。

結　　　果
度数分布
　いじめ加害・被害の性別・学年段階ごとの経験率を
Table 2に示す。加害・被害ともに，「関係的いじめ」や
「言語的いじめ」の割合が比較的高く，「身体的いじめ」
がそれに続き，「ネットいじめ」の経験率はごく低い割
合に留まっている。加害と被害の割合はほぼ同程度であ
るが，「身体的いじめ」では，加害より被害の割合がや
や高くなっている。加害・被害のいずれについても，男
子が女子よりも全体的に経験の割合が高くなっている
（中 2を除く）。学年によるバラつきは大きいが，全体と
して一貫した傾向は見られない。
相関分析
　いじめ加害・被害の内部相関および性別・学年段階
（小学生・中学生の二値）との相関を Table 3に示す。
性別とは全体的にごく弱い負の相関が見られ（「関係的
いじめ」を除く），女子が男子よりも有意にいじめ加
害・被害の経験率が低いことが示された。学年段階と

は，「身体的いじめ」（加害・被害）のみが負の相関を示
し（中学生の経験率が小学生より低い），他のいじめは
有意な相関を示さなかった。
　いじめ加害の内部相関では，4種類のいじめのうち，
「ネットいじめ」のみが他の 3種類のいじめとやや低い
相関を示した。同様の傾向は，いじめ被害の内部相関に
おいても見られた。この結果に基づき，前述の通り「い
じめ全体」の有無の分類には，「ネットいじめ」を除く
3種類のいじめの加害・被害のみを含めることとした。
　いじめ加害といじめ被害の相関では，全体的に正の相
関が見られるが，特に同じ種類のいじめの加害と被害の
相関が相対的に高くなっていることが見て取れる。
「ネットいじめ」では，特にその傾向が顕著である。
抑うつおよび攻撃性との関連
　「いじめ全体」の加害・被害の有無による抑うつ・攻
撃性の平均値の差異を Figure 1に示す。「いじめ全体」
の加害・被害を独立変数，性別および学年段階（小学
生・中学生の二値）を共変量，抑うつ・攻撃性を従属変
数とする共分散分析 1）の結果を Table 4に示す。

Table 2　いじめ加害・被害の経験率

いじめ加害

関係的いじめ 言語的いじめ 身体的いじめ ネットいじめ いじめ全体 a

男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子

小 4 6.52% 4.82% 6.80% 1.45% 3.12% 1.21% 1.14% 0.48% 10.51% 5.31%

小 5 8.64% 6.93% 8.45% 2.40% 3.97% 0.80% 1.41% 0.27% 14.08% 8.29%

小 6 10.10% 11.81% 12.29% 5.03% 4.66% 2.26% 0.98% 0.50% 16.50% 13.82%

中 1 12.15% 9.81% 12.55% 5.29% 4.04% 0.72% 1.91% 0.48% 17.06% 11.30%

中 2 5.37% 10.00% 6.31% 4.51% 1.17% 0.50% 0.70% 0.75% 7.94% 10.78%

中 3 5.77% 8.60% 7.21% 4.19% 2.65% 0.70% 2.17% 0.47% 10.36% 9.56%

いじめ被害

関係的いじめ 言語的いじめ 身体的いじめ ネットいじめ いじめ全体 a

男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子

小 4 9.66% 4.59% 10.73% 3.15% 7.10% 5.07% 1.42% 0.96% 15.14% 7.79%

小 5 9.37% 6.15% 9.62% 6.95% 9.84% 2.67% 0.71% 0.27% 15.96% 10.99%

小 6 6.62% 3.53% 9.07% 2.52% 5.90% 1.51% 1.48% 0.00% 12.53% 5.05%

中 1 9.17% 6.00% 11.59% 4.55% 4.93% 1.20% 1.07% 0.48% 15.70% 7.43%

中 2 3.27% 7.77% 6.31% 6.25% 4.67% 1.25% 0.94% 0.50% 8.41% 10.30%

中 3 4.33% 3.71% 6.97% 3.48% 3.13% 0.70% 0.72% 0.47% 8.41% 6.03%
a ネットいじめを除く 3種類のいじめのうち，いずれか一つ以上の加害・被害を経験しているか否か。

1）   この分析に先立ち，性別および学年段階といじめ被害・加害の交
互作用を含めた分析を行った結果，いずれの従属変数について
も，これらの交互作用が有意でなかった（Appendix）。このこと
から，本研究では性別や学年段階を分けた分析は行わなかった。
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　抑うつについては，共変量である性別・学年段階の主
効果に加えて，いじめ被害の主効果およびいじめ被害・
加害の交互作用が有意であった。性別に関しては女子の
方が，学年段階に関しては中学生が小学生より有意に抑
うつが高く，いじめ被害に関しては被害を経験している
児童・生徒の方が有意に抑うつが高かった。交互作用が
有意であったため，いじめ被害の各水準（なし・あり）
におけるいじめ加害の単純主効果の検定を行った。その
結果，いじめ被害なし群においてはいじめ加害の単純主
効果が有意であり（F（1, 4308） ＝ 18.31，p＜ .001，η2 ＝ 
.004），いじめ加害がある児童・生徒の方が有意に抑う

つが高かった。一方，いじめ被害あり群においては，い
じめ加害の単純主効果が有意傾向であり（F（1, 491） ＝ 
3.159，p ＝ .076，η2 ＝ .006），逆にいじめ加害がある児
童・生徒の方が抑うつが低い傾向にあった。
　攻撃性については，共変量である性別の主効果に加え
て，いじめ加害およびいじめ被害の主効果が有意であっ
た。性別については男子がより攻撃性が強く，いじめ加
害および被害に関しては，経験している児童・生徒の方
が攻撃性が強かった。
自傷行為・多欠席・非行との関連
　本研究での基準（方法を参照）に従い，自傷行為，非
行，多欠席の有無を判定した。その結果，「自傷行為あ
り」に該当した生徒は全体の 11.8%，「非行あり」に該
当した生徒は 12.4%，「多欠席」に該当した生徒は 2.2%
であった。
　「いじめ全体」の加害・被害の有無による多欠席，自
傷行為，非行の出現率の差異を Figure 2に示す。また
「いじめ全体」の加害・被害を独立変数，性別および学
年段階（小学生・中学生の二値）を共変量，多欠席，自
傷行為，非行の有無を従属変数とするロジスティック回
帰分析の結果を Table 5に示す。
　自傷行為については，性別の効果に加え，いじめ被害
の効果およびいじめ加害・被害の交互作用が有意であっ
た。性別に関しては女子の方が，いじめ被害に関して，
被害を経験している中学生の方が有意に自傷行為のオッ
ズが高かった。交互作用が有意であったため，いじめ被

Table 3　いじめ加害・被害の内部相関および性別・学年段階との相関

性別
（女子）

学年
（中学生）

いじめ加害 いじめ被害

関係的
いじめ

言語的
いじめ

身体的
いじめ

ネット
いじめ

いじめ
全体 a

関係的
いじめ

言語的
いじめ

身体的
いじめ

ネット
いじめ

いじめ加害

　関係的いじめ .01 .01

　言語的いじめ －.11＊＊＊ .02 .52＊＊＊

　身体的いじめ －.08＊＊＊ －.03＊ .25＊＊＊ .35＊＊＊

　ネットいじめ －.05＊＊ .02 .15＊＊＊ .22＊＊＊ .20＊＊＊

　いじめ全体 a －.05＊＊＊ .00 .85＊＊＊ .73＊＊＊ .41＊＊＊ .17＊＊＊

いじめ被害

　関係的いじめ －.04 －.02 .18＊＊＊ .17＊＊＊ .11＊＊＊ .08＊＊＊ .18＊＊＊

　言語的いじめ －.09＊＊＊ .00 .17＊＊＊ .26＊＊＊ .12＊＊＊ .10＊＊＊ .23＊＊＊ .59＊＊＊

　身体的いじめ －.10＊＊＊ －.07＊＊＊ .15＊＊＊ .18＊＊＊ .16＊＊＊ .10＊＊＊ .18＊＊＊ .35＊＊＊ .43＊＊＊

　ネットいじめ －.03＊ －.01 .09＊＊＊ .14＊＊＊ .10＊＊＊ .35＊＊＊ .12＊＊＊ .19＊＊＊ .21＊＊＊ .22＊＊＊

　いじめ全体 a －.08＊＊＊ －.03 .19＊＊＊ .25＊＊＊ .14＊＊＊ .08＊＊＊ .25＊＊＊ .75＊＊＊ .79＊＊＊ .60＊＊＊ .19＊＊＊

a ネットいじめを除く 3種類のいじめのうち，いずれか一つ以上の加害・被害を経験しているか否か。

3
4
5
6
7
8
9

なし あり

いじめ加害

抑うつ
いじめ被害 なし 
いじめ被害 あり

14

16

18

20

22

24

なし あり

いじめ加害

攻撃性

注．エラーバーは標準誤差。

Figure 1　  いじめ加害・被害の有無による抑うつ・攻撃
性の平均値の差異
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害の各水準（なし・あり）におけるいじめ加害の効果を
算出したところ，いじめ被害なし群においてはいじめ加
害の効果が有意であり（OR ＝ 1.99，p＜ .001），いじめ加
害を経験している中学生の方が自傷行為のオッズ比が有
意であり，いじめ被害がない生徒の中でいじめ加害行為
を経験している生徒の方が自傷行為を 2倍近く行ってい
ることが認められた。一方，いじめ被害あり群において
は，いじめ加害の効果は有意でなかった（OR ＝ 0.83，
p ＝ .542）。なお，オッズは出現率とは異なる概念である
が，ここで扱っている不適応行動のように出現率の値が

比較的小さいときには，オッズを出現率の近似値として
解釈することが可能である。
　多欠席については，学年段階の効果が有意であった
が，いじめ加害・被害の効果や交互作用が有意でなかっ
た。学年段階のオッズ比は有意にあり，小学生よりも中
学生では 1.7倍近く多欠席が生じやすいことが示され
た。
　非行については，いじめ加害の効果のみが有意であ
り，いじめ加害を経験している中学生の方が有意に非行
のオッズが高く，加害生徒は他の生徒よりも非行性を示
しやすいことが認められた。

考　　　察
　我が国において，いじめに関する基礎的なデータの報
告は数少ない状況にあった。これを踏まえ，本研究では
ある市の全小中学校に通学する生徒（小学 4年生から中
学 3年生）を対象として，いじめに関わる児童・生徒の
割合，いじめと抑うつ，自傷行為，多欠席，攻撃性，非
行性との関連を調査した。その結果，10%前後の児童・
生徒がいじめに関わっていること，いじめに関わる児
童・生徒では抑うつ，攻撃性，自傷行為，および非行性
が強いことが認められた。

Table 5　  自傷行為・多欠席・非行に関するロジスティック回帰分析の結果

自傷行為 多欠席 非行

オッズ比 p オッズ比 p オッズ比 p

性別 1.88 ＜ .001 1.07 .736 1.18 .170

学年段階 — — 1.67 .014 — —

いじめ加害 0.81 .482 1.16 .797 2.41 .008

いじめ被害 2.07 .020 1.23 .718 1.27 .420

いじめ加害×被害 0.40 .014 0.99 .986 0.87 .710

注．性別は男子，学年段階は小学生を基準カテゴリとした。

Table 4　抑うつ・攻撃性に関する共分散分析の結果

抑うつ 攻撃性

F（1, 4801） p η2 F（1, 4758） p η2

性別 64.24 ＜ .001 .012 124.36 ＜ .001 .022

学年段階 77.37 ＜ .001 .015 1.11 .292 .000

いじめ加害 0.00 .977 .000 245.84 ＜  .001 .044

いじめ被害 179.92 ＜ .001 .034 103.37 ＜ .001 .019

いじめ加害×被害 16.97 ＜ .001 .003 1.26 .261 .000

注．学年段階は小学 4～6年生と中学生 1～3年生の 2段階。

0％

5％

10％

なし あり
いじめ加害

多欠席
いじめ被害 なし
いじめ被害 あり

0％
10％
20％
30％
40％

なし あり
いじめ加害

自傷行為

0％
10％
20％
30％
40％

なし あり
いじめ加害

非行性

注．エラーバーは標準誤差。

Figure 2　  いじめ加害・被害の有無による自傷行為・多
欠席・非行の出現率の差異
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いじめの経験率に関して
　本研究では，いじめ加害・被害を週 1回以上経験する
児童・生徒（小学 4年生から中学 3年生）は概ね全体の
10%前後に及び，いじめ被害の種類としては関係的と
言語的いじめの割合が高かった。これと一致するよう
に，我が国で行われた他の調査でも，関係的と言語的い
じめの頻度が高く，いじめ被害を週 1回以上受けている
児童・生徒は 10%以上，週 1回以上いじめ加害行為を
行っている児童・生徒は 10%弱存在することが報告さ
れている（国立教育政策研究所，2013）。この調査と本
研究では同一学年を対象としつつも異なる地域で実施さ
れていることから，我が国の小中学校では約 10%前後
の児童・生徒が日常的にいじめに関わっており，いじめ
の種類としては，関係的いじめと言語的いじめが多い傾
向にあると考えられる。
　本研究では，全般的に男子がよりいじめに関与してい
たが，関係的いじめに関しては性別の影響は認められな
かった。これらの傾向は海外での調査でも確認されてい
る（Nansel et al., 2001; Zwierzynska et al., 2013）。しか
し，国内での小中学生を対象とした過去の調査では，関
係的いじめの経験率は女子でやや高い傾向にあることが
報告されている（国立教育政策研究所，2013）。この不
一致は何によるものか本研究では明らかにすることはで
きないが，先行研究において，環境的要因（地域文化な
ど）がいじめの発生に影響を及ぼすこと（Barnes, Bel-
sky, Broom�eld, Melhuish, & NESS, 2006）が示されてい
ることから，調査を実施した地域の文化差などが影響し
たと思われる。我が国におけるいじめに関する傾向を明
らかにするためにも，今後も様々な地域において，いじ
めの実態調査を行う必要があろう。
内在化問題に関して
　先行研究（e.g., Zwierzynska et al., 2013）と一致して，
本研究でもいじめの被害経験と抑うつの関連が認めら
れ，いじめ被害を日常的（週 1回以上）に受けている児
童・生徒は強い抑うつ状態にあった。日常的にいじめ被
害を受けることは強いストレス因であること（Kaltiala-
Heino et al., 1999），抑うつ状態にあることでいじめ被害
を受けやすくなること（Sourander, Helstela, Helenius, 
& Piha, 2000）を踏まえれば，この結果は理解し得る結
果である。また本研究において，いじめ被害を受けてい
ない児童・生徒の中では，日常的にいじめ加害行為を示
す児童・生徒（加害生徒）は非関与生徒よりも強い抑う
つを示していた。被害生徒ほどではないが，いじめ加害
を行う生徒は強いストレス状態にあること（岡安・高
山，2000）が報告されており，本研究で示された加害生
徒の抑うつの強さはこれを反映したものであると思われ
る。以上の結果から，我が国でもいじめに関わる児童・
生徒，特に日常的にいじめ被害を受けている児童・生徒

は強い抑うつ状態にあることが窺われる。
　本研究では，日常的にいじめ被害を受けている中学生
は自傷行為の頻度が高いことが認められた。いじめ被害
を受けている児童・生徒の中でも，他児をいじめている
児童・生徒（加害-被害生徒）は自傷傾向が強いと欧米
の研究で報告されている（Barker et al., 2008）が，韓国
での調査では，加害-被害生徒は最も自傷傾向が強いが，
被害生徒と加害-被害生徒が示す自傷傾向には差がな
かったことが示されている（Kim et al., 2005）。つまり，
本研究が示した被害生徒と加害-被害生徒の自傷傾向に
差が認められなかった結果は韓国での調査結果と一致す
るものであり，それゆえ，本研究が示したこの結果は欧
米とは異なる東アジア特有の文化背景が影響していると
思われる。また本研究では，非関与生徒と比べると加害
生徒では自傷行為の頻度が高いことが示された。加害生
徒はストレス状態にあること（岡安・高山，2000）や，
本研究でも認められたように，非関与生徒よりも加害生
徒では抑うつが強いことからすると，加害生徒における
メンタルヘルスの低さは自傷行為リスクの高さの一因に
なっている可能性がある。
　本研究では，いじめと多欠席の関連は認められなかっ
た。先行研究で報告されているいじめ被害と多欠席の相
関係数はごく弱いもの（r ＝ .10）であること（Janssens 
et al., 2011）や，我が国における調査では，いじめは不
登校の原因の 5%にも満たないこと（文部科学省，
2008）が報告されていることからすると，本研究の結果
は理解し得るものである。その一方で，いじめ被害の経
験がその後の欠席を促す知見（Juvonen et al., 2000）も
あることから，本研究は横断的調査であり，いじめ被害
と多欠席の関連性を十分に検討できていない可能性があ
る。今後，縦断的調査を行い，いじめ被害の経験と多欠
席の継時的な関連を詳細に検討する必要があろう。
外在化問題に関して
　これまでの研究において，いじめ被害や加害を経験す
る児童・生徒は攻撃性が強いことが報告されていた
（Kim et al., 2006; Wang et al., 2013）。これを支持するよ
うに，本研究でもいじめに関わる児童・生徒は攻撃性が
強かった。加えて，本研究では加害-被害生徒の攻撃性
が最も強かったが，この点も先行研究（Arseneault et 
al., 2006）と一致している。非行性に関しては，いじめ
加害を行う中学生（加害生徒および加害-被害生徒）は
他の生徒よりも非行性が強いことが本研究で認められ
た。この結果を支持するように，小中学生を対象とした
欧米の調査では，いじめ加害を行う生徒（加害生徒，加
害-被害生徒）は他の生徒よりも飲酒率や喫煙率が高い
が，被害生徒と非関与生徒の間には有意差は認められて
いない（Nansel et al., 2001, 2004）。以上の点から，諸外
国で得られている知見と同様に，我が国の中学生におい
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ても，いじめ加害を行う生徒では攻撃性および非行性が
強いと考えられる。
今後の課題
　まず本研究の限界について言及する。本研究では約
5,000名の小中学生を対象としたが，特定の一地域から
その対象を募っている。先述したように，環境的要因が
いじめ加害・被害の予測因子となること（Barnes et al., 
2006）を踏まえると，本研究結果には調査を実施した地
域特有の文化が影響している可能性がある。今後，他の
地域でも調査を実施し本研究結果を再検証する必要があ
る。また本調査では自己評価によりいじめ加害および被
害経験を評定した。いじめに関する他の研究では，本研
究とは異なりノミネーション方式（調査対象生徒が，い
じめ加害行為を行っている生徒，いじめ被害を受けてい
る生徒を報告する）や教師・親が評定する方式によっ
て，いじめ加害・被害の頻度が評定されている。今後，
自己評価式以外の測定方法を用いることで，我が国にお
けるいじめの頻度を多角的に検証できると思われる。最
後に，本研究では，1学期に 5日間以上の欠席が認めら
れる場合に多欠席と判定したが，その欠席理由は尋ねな
かった。そのため，本研究で多欠席と評定された児童・
生徒の中には，不登校による欠席ではなく疾病や怪我等
により多欠席に至った者が含まれていた可能性がある。
一方で，本研究と同じ基準を用いて多欠席を評定した調
査（髙柳ほか，2012，2013）では，多欠席はメンタルヘ
ルスの低さや問題行動と関連することが報告されてい
る。これらの知見を踏まえると，1学期に 5日間以上の
欠席がある状態は，児童・生徒の不登校傾向をある程度
反映している可能性がある。本研究で用いた多欠席の基
準に関する妥当性を含め，今後，不登校傾向と欠席日数
の関連をより詳細に検証する必要がある。
　今後の課題として，1点目に小中学生のメンタルヘル
スに及ぼすいじめ経験の継時的な影響である。小中学生
であったときにいじめ被害を経験した者は成人になった
後でもメンタルヘルスに関する問題を抱えやすいこと
（e.g., Klomek et al., 2008）が報告されており，なかでも
関係的および言語的いじめ被害の経験はメンタルヘルス
の悪化を強く引き起こすことが見出されている（e.g., 
Cole et al., 2014）。本研究では，いじめ加害，被害どち
らであっても関係的，言語的いじめの頻度が多かったこ
とを踏まえると，いじめ被害を経験している児童・生徒
のメンタルヘルスの悪化が危惧される。それゆえ，今
後，いじめ被害の経験がメンタルヘルスに及ぼす縦断的
な影響を検討する必要がある。
　また本研究では，日常的にいじめ被害を受けている児
童・生徒では抑うつが強く，さらに中学生では自傷を行
う頻度が高いことが認められた。抑うつや自傷行為と希
死念慮は強く関連することがこれまでに見出されている

こと（Kaltiala-Heino et al., 1999; Kim et al., 2005）からす
ると，いじめ被害を日常的に受けている児童・生徒に対
して迅速に介入することが強く求められる。そのために
も，今後，周囲の大人（保護者，教師，スクールカウン
セラーなど）がいじめを早期に察知できるシステムの構
築や，いじめ被害を受けている児童・生徒への臨床的介
入に関する研究・議論が必要であり，期待される。
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Appendix　抑うつ・攻撃性に関する分散分析の結果

抑うつ 攻撃性

F（1, 4801） p η2 F（1, 4758） p η2

性別 50.89 ＜ .001 .010 103.99 ＜ .001 .022

学年段階 61.67 ＜ .001 .012 1.86 .173 .000

いじめ加害 0.13 .714 .000 233.06 ＜  .001 .048

いじめ被害 182.62 ＜ .001 .034 97.90 ＜ .001 .020

いじめ加害×被害 15.97 ＜ .001 .003 2.18 .140 .000

性別×いじめ加害 3.63 .057 .001 1.83 .176 .000

性別×いじめ被害 1.46 .227 .000 0.00 .964 .000

学年段階×いじめ加害 2.77 .096 .001 3.81 .051 .001

学年段階×いじめ被害 3.50 .062 .001 0.40 .526 .000

注．学年段階は小学 4～6年生と中学生 1～3年生の 2段階。
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